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　電波と無線局免許については、電波ユーザの立場からの常識的な理解、技術的解説が普及している。
本章では、読者が電波とその利用についての一とおりの知識を持っておられることを前提する。本章では、われわれ社会全体にとっての電波資源の「現状」を理解し、その上に立って現在の問題を考え、解決策を見出すことを目的とする。そのためには、「電波資源」という対象をより広い見地から眺め、その特質を理解することが必要であり、また有用である。
　本章では、そのために「スペース資源（space resources）」という考え方を導入する。われわれ人間の生活や仕事は、常に何らかの「スペース・場所」においておこなわれること、電波がもたらす数多くの利便も、ある種の「スペース」の中で電波を活用することから生まれる。身近なスペース資源は、「土地資源」である。電波資源の社会経済的側面、法的側面を理解するための1つの有効な方策は、これを土地資源と対比して考えることである。読者は「目に見えず、しかも空中を突き進む電波と、われわれの足で立っている大地とは異なっていて、共通点は見当たらない。」と考えられるかもしれないが、しかし、より広い見地、つまり「スペース資源」の見地からすれば、両者の類似点を多数挙げることができる。そしてまた、スペース資源という観点から考えると、われわれの周囲には、土地や電波に加えて多数の「スペース」が存在し、生活・仕事の基盤になっていることが分かる。
A. スペース資源としての電波
1.　スペース資源とは
　a.　定義
　まず「スペース資源」の定義を述べよう。人間は、自然界から与えられたさまざまな種類の「スペース」を基盤にして、生活を営み、仕事に従事している。「スペース資源」とは、そのようなスペースを人間が活用する場合、その経済機能、つまりそれが生活や仕事の役に立つという側面を強調して捉える概念である。

　たとえば、われわれは特定の地面つまり「土地資源」の上に住宅を建てて生活を営み、あるいはビルを建設し、オフィスを造って仕事に従事している。その結果、建物やビルが存在する「土地」に有用性を生じ、それが売買や賃貸の対象となることもある。この場合、土地がわれわれの役に立つ何らかの「サービス」を生み出していると考え、サービスの源泉を「土地資源」と名付けている。
　b.　種別と例

　われわれは多種多様な「スペース資源」の恩恵を受けているが、主なスペース資源としては、「物理スペース」と「電磁スペース」を考えることができる。

　図1　物理スペースと電磁スペース
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「物理スペース」とは、通常の意味の「スペース」であり、そこに何らかの物質・物体が存在し、あるいは移動することから便益を生ずるものである。図1を参照されたい。代表的な物理スペースは「土地」である。それは地上の土地スペース（地表）と、地下スペースに分けることができる。経済が成長し、都市地域で土地が希少になるにともなって、土地スペースが立体的に活用されるようになった。地上では高層建築が使われ、また地下でもさまざまな形でスペースが活用されている。
物理スペースは、土地の他にも多数存在する。まず、河川や海洋などの水面、水中、水底が考えられる。また、地球上の空間に目を移せば、航空機が使用する大気圏あるいは成層圏空間や、ロケットが通過する宇宙空間がある。さらに、特別な物理スペースとして、地球を周回する衛星の軌道もスペース資源の一種である。そのうち静止衛星軌道は、衛星が地表から一点に留まっているように見えるという便利な性質を持っている。そのような性質を持つ軌道は「1本」しか存在しないので、静止衛星軌道はすでに希少価値を生じるようになっている。

第2の種類のスペース資源である「電磁スペース」は、電波や光などの「電磁波」のためのスペースである。「電磁スペース」という考え方は、奇異に見えるかもしれない。物理スペースと「電磁スペース」は、大きく異なっているからである。物理スペースと電波スペースを「スペース資源」として総称して（上部概念として使って）も差し支えない理由は、次節でくわしく述べる。

ここでは以下の点に注意して頂きたい。たしかに、光や電波などの電磁波は、多数種類のものが「同じ場所を同時に通過できる」のに対し、物理スペースの場合には、異なる物体が同時に同じ場所を占めることはできない。しかしながら、光や電波についても、それを利用する人間の立場からすれば、同一の（同一波長の）光や電波が、同一時間に同一場所を同一方向に通過するのでは困ることになる。（電波の場合、「混信」という不便を生ずる。）この点で、「特定の物理スペース」と、「特定の場所における、特定の方向に動く、特定の波長の電磁波のためのスペース」は、「同時に同じスペース位置を占めることが許されない」という点で物理スペースを含めて共通する性質を持っており、これが「電磁スペース」をスペース資源の一種として考えることを正当化するのである。もとより、異なる波長の光や電波については、「同時に存在」することを妨げないから、正確に言えば、「それぞれの波長の電磁波に対応して、そのためのスペースが存在する」ことになる。
上記のような物理スペース・電磁スペースに加え、その他の種類のスペース資源を考えることもできる。たとえば、「音波」については、「音波スペース」という概念を作ることもできる。人間の耳は、多数の異なる波長の音波を同時に受信する性質を持っている（波長によって選り好みをする受信フィルター機能は持っていない）から、人間にとっての「音波スペース」は、（電波と異なり）1種類しか考えられない。特定の場所で特定の時間に「音波スペース」が過度に使用されると「騒音」状態が発生する
。音波スペースに加え、（有用性は低いだろうが、）水面上の「波」のスペースを考えることもできる。
さらに、さまざまの化学物質による大気汚染や水質汚染の問題を、「化学物質スペース」として捉えることも不可能ではないかもしれない。特定の時間、特定の場所に、ある一定量以上の化学物質が存在することが、人間にとって望ましからぬ結果をもたらすからである（ただしこの場合、選好の方角が逆である。）。

ここでは、これらの議論には深入りしない。本章で強調したいのは、「スペース」という考え方が、単に物理スペースだけではなく、電波についても適用できることを示すことである。電波資源の理解は、意外に難しい。それは、電波は人間の五感によって捉えることができず、また電波の機能の理解に技術的知識を必要とするからである。この場合、「スペース資源」という考え方を適用することによって、われわれが直感的に知っている物理スペースについての理解を電波の世界にまで延長することができる。つまり、類推によって理解を深めることができるのである。次に、スペース資源の共通性質を、順序だてて説明しよう。
　c.　性質

(1)　有用性

「スペース資源」の基本的な性質は、それが何らかの形で、日常の生活・仕事の役に立つ、つまり、そのスペースが何らかの「便益」をもたらすことにある。これをスペース資源の「有用性」と呼ぶことにする。スペース「資源」という呼び方も「有用性」を反映している。
スペース資源の有用性は、もとよりそれを使う人間の側の技術や組織に依存する。電波資源というスペース資源は、電波が発見され、その利用技術が開発されて初めて有用なものになった。また、現代社会の土地資源はわれわれの生活・生産を助けているが、戦国時代には、同じ土地資源をめぐって、人々が争っていた。

つまり、スペース資源の有用性は、人間の側の営みの「反映」にすぎないと言うことができる。しかしこのことは、「スペース資源」という概念を独立して用いてはならないとする理由にはならない。通常それが独立して存在していると認識している多数の考察対象（たとえば、商品の価格や会社組織を代表する株式の価値）が、その背後にある人間活動を反映している。

(2)　完全耐久性

スペース資源を他の資源から区別する顕著な性質は、完全耐久性、つまり「使っても減らない」ことにある。石油など多数の自然資源は、使えば減る（exhaustible）のであり、また機械・建物・住宅などの「資本設備」は、それを使うことによって、また時間の経過によって、少しずつ減耗する。これに対してスペース資源は、使用や時間の経過によって減少しない。
(3)　区分と容量

スペース資源は、すべて（次元数を別にして）「拡がり」を持ち、何らかの方式によって「区分」することができる。そしてそれぞれの区分は、一定の「容量」を持っている。土地資源の場合には、土地区画を見ることができるので、この点は明らかであろう。電波の場合は、その「場所」による区分に加え、「周波数帯域」によっても区分される。（この理由で、電波資源は土地資源よりも「次元数」が高い。）もとより、それぞれの場所におけるそれぞれの周波数帯域には「容量」があり、一定量以上の電波を発すると「混信」という不便が生じる。つまりスペース資源については、特定の区分の容量を超える使用はできない
。

(4)　使用のための資本設備
　スペース資源は自然から与えられたままでは役に立たない。これを利用するためには、使う側である人間がそのための準備をしなければならない。経済学の用語で言えば、スペース資源は、つねに何らかの資本設備と共に利用される。通常は、スペース資源自体に加え、他の資本や労働サービスが生産活動あるいは消費活動のためのインプットになる。

　土地資源の場合には、居住のために家屋の建設が必要であり、また生産活動のために、オフィスや工場などの建造物や他の資本設備が必要である。移動目的に使われる土地資源には、道路や他の設備が必要であり、また公園・広場でも何らかの資本投下が行われている
。
　電波資源についても、通信の場合にはアンテナ・送受信機（端末）が必要である。レーダーや位置表示の場合でも、同じである。衛星通信・放送の場合には、衛星やトランスポンダなどで衛星局設備、地球局設備が、衛星軌道という物理スペース資源と、衛星通信・放送用電波資源の両者に共通する資本設備になっている
。
スペース資源の利用に必要な資本設備については、技術進歩が重要な役割を演ずる。つまり、スペース資源自体は一定であっても、技術進歩によって資本設備が高度化すれば、容量の増加と、より進んだスペース資源の利用が可能になる。建物の場合の典型例は、2階建ての活用、高層ビルの建設で有効面積が増加する。通信の場合には、電波に信号を乗せる際の変調・符号化、信号の多重化方式の進歩によって、同一の周波数帯域で、より多くの情報を送ることができる。もとよりこのような技術進歩には（長期間をとっても）限界があり、高層建築の階数を無限に増やすことはできず、また一定の周波数帯に入れ込むことができる信号量には上限がある（Shannon容量）。しかしながら、技術進歩がスペース資源の利用効率を高めることは、重要なポイントである。

(5)　使用モード：共用と専用

　スペース資源では「共用」と「専用」という2種類の使用方式が区別できる。共用とは、特定のスペース資源を複数の使用者が入れ替わりながら利用することである。土地の場合には、公園や広場、また道路や公共建築物がこれにあたる。土地資源以外の物理スペースは、現時点ではほとんどすべて共用されている。交通やリクリエーションのための海面・水面、航空機による大気圏の使用がその典型例である。
これに対し「専用」の例は、土地資源の場合の宅地、オフィス用地、農地などである。一定範囲の土地資源を区分して、特定の主体による排他的使用を認める方式であり、典型的には、土地の私有財産制度として定着している。なお、スペース資源の共用の場合でも、短い時間を区切って観察すれば、特定の使用者が「一時的に資源を専用」していることが多い。時間が経過すれば、他の使用者が同じスペース資源を利用する。つまりスペース資源の共用とは、実は「時分割」された（time sharing）専用である。
　電波については、伝統的に専用による使用が大部分を占め、共用は少なかった。しかしながら、最近の技術進歩によって、周波数帯の高度な共用方式が実現され、容量が格段に増大した。その結果、電波資源の活用について、さまざまの新しい可能性が開かれている
。インターネットでの無線アクセス手段として最近急速に普及し始めている「無線LAN」は、電波資源の共用の例である。

(6)　プラスの外部性

　スペース資源の顕著な特色として、近接する同資源の使用から生ずるプラスおよびマイナスの外部性がある。プラスの外部性とは、近接しているスペース使用を何らかの方式で「統合」することにより、それぞれ別個に使用した場合の単純な総和を上回る結果が得られることを指す。土地資源の場合には、身近な例を多数挙げることができる。住居ではアパート・マンションなど集合住宅、オフィス用の高層ビル、道路拡幅の効果や、高速道路の2レーン、3レーンの効果など、プラスの外部性の例はいたるところで見ることができる
。

　電波資源におけるプラスの外部性は、たとえば周波数帯域が使用目的ごとに区分されている事実に現われている。テレビ放送用の各チャネルの周波数帯は（歴史的理由から生じた例外を除いて）特定の帯域に集められている（VHF、UHFなど）。このことによってテレビ送信機・受信機の生産費用を節約することができた。たとえば、テレビ受信機のチャネル切り替えを容易に行うことができた。さらに最近では、移動通信において多数のユーザによる広い周波数帯の「符号」分割・共用方式（CDMA）が実用化され、周波数帯の節約、雑音の防止、セキュリティの向上などの利便をもたらしている。
(7)　マイナスの外部性

　他方スペース資源では、一定の区分のスペースを「過度に使用」することにより、相互にマイナスの効果を及ぼすことがある。物理スペースの「混雑」、電磁スペースの「混信」が典型例である。自動車が道路で混雑した場合、ある限度を超えると、マイナス効果が急速に上昇することを多くの人が経験しているだろう
。
　電波資源が通信目的に使われる場合の「混信」の防止、つまりそれぞれの電波の利用者が他の利用者の通信を妨げないように電波を割り当て、出力を制限することは、「電波行政」の主要な目的であった。また衛星軌道上では、近接する衛星間の混信を防ぐことが衛星運用のポイントである。この場合には、衛星軌道という物理スペース上におけるマイナスの外部性と、近接した衛星間の混信という電磁スペースにおけるマイナスの外部性が関連していることになる。

　「スペース資源」が上記(1)-(7)で挙げた性質を共通に持っていることが、これらを「スペース資源」としてまとめて取り扱うことを正当化する。土地と電波の表面的な機能は異なっており、直接的に見る限りでは共通点を見出すことは困難である。しかしながら、両者の「機能」に着目すれば、上記のように驚くほど多数の共通点を見出すことができる。

　一般に、われわれは、日常の活動に役立つ手段や環境に対し、その「機能」に基づいてそれらとかかわりを持つ。同じ働きを持ち、同じ結果を生む場合、その実体や本質はあまり問題にならない。これらの手段が個人レベルの活動だけでなく、社会・組織の活動の中に置かれる場合でも同じことが言える。特定の社会や組織は、同一の、あるいは類似する機能を持つ経済手段について、類似する仕方でこれにかかわることが多い。たとえば、類似する経済手段については、類似する制度やシステムを生み出す可能性が高い。土地と電波の間に「意外に」多くの共通性が見出される理由である。
われわれは、土地資源を代表とする物理スペース資源について、すでに多くのことを知っている。とりわけ土地については、ほとんどすべての人が強い関心を持っており、また日本の場合は「土地神話」や「土地バブル」を通じて、（苦くはあったが）多くの経験を集積している。

本章の目的の1つは、土地資源に関するわれわれの豊かな知見を、（もとより許される範囲で）電波資源に適用し、理解の度を深めることにある。

2.　土地資源と電波資源

　前節では、土地と電波が「スペース資源」の性質を共通に持っていることを述べた。しかしながら他方で、両者は歴史的に異なる社会環境・時代環境のもとで開発・使用されてきた。その結果、現時点での土地資源と電波資源の「利用制度」には、大きな相違点がある。
本節の目的は、土地資源と電波資源について相違点を明らかにし、それがどのような原因から生じたのか、どのような経過で現在の状態にいたったのかを理解することである。このことによって「電波資源」についての現在の状況を理解し、その上で、将来方向の予測や、将来の電波資源のための利用制度について考える。
　a.　類似点と相異点

　まず第1に、土地資源と電波資源について顕著な相違点を列挙してみよう。図2を参照されたい。
図2　土地資源と電波資源の比較――類似点と相似点
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同一地点での重複使用（周波数別）が可能
すべて公有、免許により私的使用

帯域区分ごとの専用と共用が併存
専門家によるサービス生産手段
転用に「数年」かかる
時分割・符号分割使用を積極的に活用
公的所有権／免許制度（譲渡可能だが制約あり）
市場価格なし


　図2が示すように、まず土地は目に見える物理スペースであるのに対し、電波は目に見えない電磁スペースである。

　次に宅地やオフィス・工場用地の開発は、ほとんどすべての場合、住居等の建造物の建設と共に進められる。（まれに敷地だけが開発され、建物の建設が延期されて空地のまま残されることもあるが、それは土地資源の浪費と考えられている。）他方で電波利用技術の開発は、波長の低い中波や短波から始まり、現在では光に近い直進性を持つギガヘルツ帯の電波まで及んでいる。これらの開発は、つねにそのための機器・端末の開発と共に進められている。
　次に土地の立体的利用は、建築技術の進歩によって実現された。他方、電波の共用は、最近のデジタル技術に多くを負っている。
土地の価値を決める主たる要因は、その所在である。電波の価値はそれが使用される場所（たとえば都会地であるか、非都会地であるか）と、それぞれの周波数帯の性質とその利用技術によって決まる。すでに述べたように、特定の場所において使用できる電波は、周波数帯別に多数個存在するので、それぞれの周波数帯について価値が考えられるのである。

　周知のとおり土地については、公有地と私有地が混在している。私有地は宅地、私企業用地などであり、公有地は国などの公共機関が排他的に管理する「国有財産」と、一般に開放されている道路や公園などのオープン・スペース（共有地）がある。他方電波はすべて「国有」である。一部の「免許不要帯域」を除き、無線局免許の発行によってその使用権が与えられる。

　　次に土地は、一般的な生活・生産のための手段であり、ほとんどすべての生活・生産活動は直接あるいは間接に土地資源を使用する。これに対して電波は、一部を除いて、専門分野の事業者による特定種類のサービス生産の手段となっている。アマチュア無線や、無線LANを除き、一般のユーザが事業者を介さず直接に電波を使用することはほとんどない。

　土地では、建物等の耐用年数から、通常の場合はその転用に数十年かかる。これに対して、電波を通信目的で利用する場合、電波用の端末機器の耐用年数は数年間であるから、土地の10分の1程度の期間で転用が可能である。利用資本設備の建設・生産と償却において、電波では、土地の約10倍のスピードで変化が進行することになる。

　土地資源と電波資源の間で大きく異なるのは、その所有と利用の形態である。詳しくは次節以下で説明するが、土地については、（国有・共有分を除いて）私的所有権が成立している。その結果、土地の売買やその賃貸・リースが可能であり、「土地市場」が存在し、土地価格（地価）、土地賃貸料などの価格が成立している。
　これに対して（少なくとも現時点の日本では）、電波はすべて国全体の共有資源（国有財産）である。一般のユーザが電波を使用するためには、「無線局免許」を受ける必要がある。免許の承継は、最近まで、相続・企業合併を除いて不可能であったが、2000年の電波法改正によって、「営業譲渡」に伴う免許の承継が認められるようになった。
　土地資源と電波資源は、（前節で述べたように）「機能」の面で類似する点が多いにもかかわらず、実際の「利用制度」での相違が大きい。とりわけ、私有財産制度を基本とする土地資源に対して、電波資源は「国有財産の使用が免許によって認められる」という形になっている。

　次節では、この相違がどのようにして生じ、現在どのような状態に立ち到っているかについて説明する。
　b.　開発・利用の歴史

　電波資源の現状を理解するために、土地と電波について、その開発・利用の歴史を考えてみよう。いうまでもなく、土地の利用は、数千年にわたる文明社会の形成と共に進んできた。土地制度などの土地利用のあり方は、それぞれの時代の社会のあり方と密接に関連している。これに対して電波資源利用の歴史は、現在まで100年程度にすぎない。電波の利用が始まったのは、世界史の上で国民国家（nation states）が成立し、それぞれの国で中央政府が統治権を確立した時期に重なっている。この理由で、また後に述べる他の理由で、「土地制度」と「電波制度」は大きく異なっている。
　しかしながら、両者の開発・利用の歴史の中に、いくつかの側面で類似点を見出すことができる。第1に「スペース資源の開発は、使いやすい部分から使い方が難しい部分に進む。」という事実は、土地についても電波についても成立する。第2に、「スペース資の利用にはそのために資本設備が必要である。一旦特定の設備に投資した後は、これを長期にわたって使用し続けることが有利である。したがって、資本設備の使用者は、そのためのスペース資源の継続使用を要求する強い誘因を持っている。」という事実も、土地と電波の双方について成立する。これらの点に注意しながら、まず土地の開発・利用の歴史を概観しよう。

　日本を含む多くの国で、土地資源の組織的な利用は、農業あるいは牧畜（一部の国では遊牧）から始まった。それぞれの地域における共同体の成立、そしてそれを基盤とする国家規模の統治組織の成立は、農業生産を基盤としていることが多い。土地は農業のための基本的生産手段であり、またその集散地として発展した都市において、家屋の建設基盤でもあった。
土地の区分やその「使用権」の決定は、その時どきの政府の重要な仕事であった。政府の統治能力が、農地や宅地をめぐる争いを円滑かつ平和裡に解決できるか否かにかかっていたことも多い。近世・近代に入って手工業・商業が発展し、都市の規模が拡大するとともに、「安定した土地制度」の重要性が増大した。そしてこの傾向は、産業革命を経て近代・現代の大都市が成立した現在でも、依然として続いている。
　古代から現代に続く土地利用において、土地使用者による「継続利用」が重視された。すでに述べたように、土地利用のためには資本投下が必要である。一旦資本が投下された後には、そこから生ずる果実（利益）の確保のため、その土地を継続利用することが必要かつ有利である。この理由で、土地の継続利用への要求が強く、そこから土地の私有財産制度が生まれた。
日本では、平安時代以降の地方における武士の勃興が、農業用土地所有（私有）の成立と表裏の関係にあった。荘園、領主、地主による農業用土地所有は、明治期を経て第二次大戦時まで続いたが、戦後の「農地解放」によって自作農による土地所有制度が成立した。他方、都市地域の宅地、商業用地、そして現代のオフィス用地の所有制度は、明治維新後の中央政府の成立（藩による土地「所有」の解消）とともに成立し、現代にいたるまで土地の私有財産制度が強化されている。

それぞれの国の土地資源の広さは大きく異なり、また歴史的経過も異なっている。したがって土地に関する私有財産制度の成立時期やその内容は、国によって大きく異なる。しかしながら土地の継続使用から私有財産制度が成立するという傾向は、どの国についても､見ることができる。

　現在の日本における土地所有制度は、明治期に始まり、第2次大戦を経た戦後50年間において少しずつ強化され、今日では安定した制度が構築され、国民一般の土地所有権は安全に保護されている。しかしながら他方において、このような安定した土地所有制度と、依然として続いている「土地信仰」が、社会全体による土地の有効利用を妨げ、あるいは遅らせている側面もある。

日本では人口密度が高いため、土地の価格は他国に比べて高い。また戦後の急速な経済成長の結果、希少資源である土地の価格が継続して上昇する期間が長く続いた。その結果国民の間に「土地信仰」、「土地本位制度」という考え方を生じ、さらに1980年代後半には「土地バブル」を生ずるにいたった。1990年代から続いているその「調整（平成不況）」は、現在まだ終わっていない。しかしながら日本における土地資源の希少性という事実は、なお国民一般に強く浸透している。
　以上をまとめると、数千年の歴史の中で成立した土地制度の特色は、土地が社会の生産活動の基本要素としての地位を一貫して持っていたこと、経済成長にともなって土地の希少性が増大したこと、安定した土地所有制度が成立したこと、そして現代においては、これらがやや硬直化した土地利用を生じていることである。
　次に土地と対比させながら、電波資源利用の歴史、とりわけ制度的な側面を概観しよう。電波の使用が始まったのは、20世紀初頭である。当時の世界の先進国は、すでに中央集権を完成し、他国との「帝国主義的競争」の中にあった。日本でも、明治政府が初期の建設期を終え、富国強兵を国是としながら、東北アジア・東アジア・東南アジアへの勢力拡張を画策していた時期である。

　電波資源は、その当初において船舶航行の安全のために用いられたが、同時に軍事目的の使用が重視された。とりわけ日本においては、軍事目的使用が絶対視された。また電波については、技術的理由から、第三者による妨害や盗聴の可能性が高かったので、これらによる弊害を防ぐため、いずれの国においても、電波の使用を政府が規制・管理するべきであるとの考え方が支配的であった。その結果、ほとんどすべての国において、電波の使用は政府の許可制になった。日本では、当時の軍国主義体制の結果としてとりわけこの傾向が強く、一般国民は電波の発信はおろか、その受信（傍聴）さえも強く禁止されていた。
　このように電波資源は、その経済的性質において土地資源と類似していながら、その利用制度は、当初から土地制度と異なっていた。そのため、両者を比較して分析する考え方は全く生じなかったのである。世界各国の中で米国は、経済活動における民間のイニシアティブが強い。しかしながらその米国においても、電波は「純粋な公共資産」であり、私有財産として機能している土地資源と対比させる考え方は例外であった（Coase [1959]）。日本では、政府による経済活動への関与を容認する傾向が強く、電波を「経済資源」として取扱う考え方は、現在でもまだ少数派である。

　上記のように、土地と電波では異なる利用制度が成立したが、それぞれの開発のプロセスは、（時間スケールの差を除いて）類似している。土地の利用は、当初河川に近い平野部から始まった。人口が増大し、平野部の土地の開発（開拓）が終わると、当時のフロンティアである傾斜地への進出が進んだ。日本で中山間地の開拓が始まったのは、江戸時代中期のことと言われている。現在ではさらに人口が増大したため、平野部の多くは都市化され、宅地の開発が山の斜面にまで延びている。

　電波資源の開発の歴史も、それが土地よりもはるかに急速に、つまりわずか100年程度の期間で進行した点を除けば、土地開発の歴史に似ている。電波の利用は、当初、技術的に使用が最も容易である「中波」帯域で始まり、無線通信やラジオ放送が実用化された。ついで遠隔地への伝播という特別の性質を持つ「短波」の使用が開発された。第2次大戦後になると、さらに高い周波数を持つメガヘルツ帯の利用技術が開発され、テレビ放送やFM音声放送が普及した。70年代後半以降から移動電話の実用化が始まり、テレビ用電波よりもさらに上の周波数帯域を使って、現在多くの人が「携帯電話」の便益を享受している。ただし、携帯電話の需要は短期間内に増大したため、そのための周波数帯域は不足しがちである。土地利用との比較で言えば、現在の携帯電話の状況は、広大な山の斜面に少し狭いが眺望の良い宅地が開発され、多数の国民がそこで高層集合住宅に居住しながら、眺望を楽しんでいる。しかし、狭いことからの不便も大きいという状態である。
　船舶通信やラジオ放送のための中波利用の時代から、現代の携帯電話普及の時期にいたるまで、電波資源の利用技術は多方面に開発され、それぞれの分野で段階的に利用が進んできた。軍事目的利用は依然として大きな比重を占めるが、その他にも警察、消防、救急、防災などの安全目的の利用、電力、交通、運輸などの国民生活に直結するサービス（ユーティリティ）の供給に加え、さらに最近では、天気予報（気象レーダー、気象衛星）、カーナビゲーションを可能にするGPS（地球規模位置測定システム）や、学術分野では電波天文学などのための利用が広がっている。
　電波資源の新しい利用技術が開発され、それとともに新しい電波周波数帯域が利用可能になると、政府はこれらの周波数帯域の使用目的を定め（周波数の分配）、電波資源の使用を希望する事業者に使用免許を与えた（周波数帯の割当）。このようなフロンティアの開発とその利用のプロセスは、20世紀の第4四半期で急速に進行したが、ごく最近にいたるまで、新たなフロンティアの開発は、電波資源に対する需要をほぼ満たしてきた。経済学の用語で言えば、電波資源の供給が、それぞれの段階において電波資源に対する需要をおおむねまかなってきたのである。

　しかしながら1990年代後半にいたり、このような「電波利用の拡張時代」は終わりに近づいている。それは、電波利用技術の開発が、電波の全領域に浸透したからである。土地と同じように電波資源についても、土地の平野部にあたる使いやすい領域と、山間部や砂漠のように使いにくい領域がある。電波では、テレビ放送やFMに割当てられているVHF・UHF帯が最も使いやすい領域である。それより高い周波数を持つギガヘルツ帯は（衛星放送のような）特定の目的には使用できるが（携帯電話のような）地上の障害物の多い地域での使用には向かない。電波資源全体として、使いやすい周波数帯域の割当がほぼ終わり、残っているのは高山や砂漠にあたる使いにくい部分だけという状態になっている
。
　c.　需要の増大と配分制度

　前節で述べたように現在の日本では、土地資源も電波資源も希少になっている。しかしながら、土地は代価を支払えば（高価であっても）入手できるのに対し、電波は政府割当制度の下にあるため、代価を支払って購入あるいは貸借することができない。かりに、ベンチャー企業が革新的な電波利用技術を開発して、これを実現しようと試みても、その技術を政府当局が認め、ベンチャー企業が提案する利用目的に電波を分配し、かつその事業に周波数帯を割当てなければ、革新的技術は日の目を見ることができない。
　政府当局が「ベンチャー援助」の方針を立て、新しい技術を開発した新規事業に周波数帯を割当てようとしても、そのベンチャーは、そもそも高リスク・高リターンのプロジェクトで、「結果的な喰わせ者」になる確率が高い。このように失敗の確率が高い対象に、政府当局が自己の判断で電波資源を割当てることは困難である。つまり政府による電波の直接割当という制度は、保守的な割当方針を採用せざるを得ないので、新しい技術開発結果を育てることが難しいのである
。
▲▲

電波資源を活用して新しい技術・サービスを実現するためには、すでに割当てられている電波資源を何らかの方法で「再配分」し、これを活用するほかはないという結論になる。土地資源の例で言えば、古い平屋建ての持ち主に他に移転してもらい、平屋建て自体は取り壊してそこに新しいオフィスビルを建設することになる。古い平屋建ての持ち主に対する補償や移転費は、新しいビジネスからの利益でまかなうことになる。（もし新技術を活用するビジネスが、移転費や補償費をまかなうのに充分な利益をあげることがなければ、それは新しい技術・ビジネスの価値が不十分であり、古い建物の取り壊しや移転を正当化できなかったことになる。）
▲▲

それでは、将来における新技術・新ビジネスの実現という点から考えて、現在時点での電波資源の分配・割当の状況はどのようになっているのだろうか。土地資源と建物の例でいえば、電波資源の現状は、たとえば「東京山手線の内側の地域で高層ビルが建っているが、しかし古い平屋建ても多数残っており、一部には田畑や牧場も見ることができる。」という状態である。つまり高層建築のように、スペース資源を効率的に活用している部分と、平屋建てや田畑・牧草地のように、同じスペース資源を低効率で使用している部分が、混在・隣接している状態である。それではどうしてこのような結果になったのだろうか。
電波資源の割当は、100年の年月をかけて、利用の易しい中波周波数帯から高度な利用技術を必要とするメガヘルツ帯、ギガヘルツ帯へと進行した。それぞれの周波数帯の利用技術が確立された時点で、政府は、その時点で利用技術と事業能力を持つ電波ユーザを選び、無線局免許を発行して周波数帯を割当てた。その時は、将来何十年か後に、新しい技術が発展し需要が出現して電波が希少になるという予想は持っていなかったので、割当てる周波数帯を節約するという考えは出なかった。その結果、利用可能な周波数帯に、かなりの余裕をもって使用免許を発行した。土地の例で言えば、現在の東京都千代田区・中央区や、大阪市の北区繁華街のような場所でも、往時はまだ人口がまばらであり、余裕をもって武家屋敷割や商店の土地割を行ったことに相当する。余裕ある割当を受けた無線局免許の保有者は、その状態に適する（つまり電波資源の節約を顧慮しない）資本設備を準備し、事業をおこなって、現在にいたっている。
電波については、（名目的使用料を除いて）土地の固定資産税に相当する租税は徴収されない。また無線局免許の転売は認められなかったので、事業者は古い免許をそのまま保有し続けた。
技術が進歩し、電波の使用密度が高くなると、古くから割当てられていた周波数帯に経済価値が生ずる。無線局免許の保有者にとっては、実質上無料の免許保有を継続できることが、経済的な「特権」になる。使用免許を与えられている周波数帯の転売や転貸は認められないので、電波資源自体の価値を現金化して利益を得ることはできないが、しかしその周波数帯を無料で使用し続けることから、経済的・社会的な利益を得ることができる。
上記の説明は、多数の複雑な要因を単純化しており、また実際には各種の政策措置によって、電波の効率的利用のための努力も払われている。しかし、日本の電波資源の現状は、基本的には上記で説明したとおりである。つまり、これまで技術進歩と新たな電波資源フロンティア開発に依存して、政府が次々に新しい無線局免許を発行してきたので、既存周波数帯の効率的使用のインセンティブは皆無に近かった。その結果現在では、役に立つ周波数帯はすべて割当済みであり、余分の電波資源はその意味では残っていない。
しかしながら、割当てられている周波数帯のそれぞれは、現在の技術水準からすればいわば「がら空き」であり、適切な方策をもってすれば、電波資源全体から現在の数倍あるいは数十倍という使用効率を引き出すことが可能である。土地資源の場合でいえば、田畑や牧草地をオフィス用地・工場用地や道路に変えて、より多くのサービスを生み出すことができる。そのためには、これまで木造家屋に住んでいた人にどのような新しい住宅を供給するか、また田畑を耕し牧畜を営んでいた人達にどのような新しいビジネスを準備するかという問題がある。また当然のことながら、これまで無料で免許を保有し続けたことが「既得権」を生じており、これをどのように処置するかという問題もある。以下第2節では、どのような方策によって「電波資源を国民全体のためにより効率的に使用できるか」という問題を考えることにする。

3.　土地・電波の所有と利用
　a.　使用の効率化と価格メカニズム

　本節では、電波資源の効率的使用のための方策を考える。まず政府による電波の分配・割当という現在の制度の枠内で、より効率的な目的のために電波資源を「再配置（relocation）」する可能性を考えてみよう。
第1に必要なことは、電波資源全体のうち、どの部分が効率的に使用されており、またどの部分が非効率的に使用されていて再配置の対象となるかを明らかにしなければならない。その上で、実際の再配置計画、つまり現在無線局免許を割当てられているユーザのなかから低効率のユーザを選び出し、より混雑の低い周波数帯への「移転」を命ずるか、あるいは現在使用中の周波数帯を節約し、従来より小さな周波数帯で仕事を続けさせるかのいずれかであろう。この場合、移転や節約を実現するためには、相応の費用が必要である。この費用は、移転等の結果、新たに利用可能となった周波数帯を使用するユーザが負担することが適切であろう。したがって「周波数帯移転」あるいは「節約」を実施するためには、新旧のユーザによる周波数帯の使用状況・使用予測の調査や、新ユーザによるビジネスの予測が必要となる
。
　容易に想像されるように、この種の「直接的政策手段による再配置」は、極度に繁雑な仕事であり、その実施は極めて困難である。第1に、新旧の周波数ユーザの内情についての情報を入手しなければならない。たとえば電波使用のための資本設備の減耗状況、新技術によるビジネス見込みなどについて調査をおこなわなければならない。電波資源を使用している当事者は、これらの情報を保有しているが、政府当局が、（たとえば命令によって）信頼できる情報を入手することは困難である。情報自体が複雑すぎて、これを正確に伝えることが困難かもしれない。また当事者が正確な情報を伝えることを望まず、自己の利益のために（実際よりも効率的な使用を行っているかのように見せかけて、他へ移転を命じられる可能性を低くするように）不正確な情報提供を行う場合も考えられる。
　第2の問題は、現在周波数免許を保有しているユーザ間の「公平性」の維持である。現在手にしている「特権」をあきらめて、使用中の周波数帯から他の周波数帯へ「移転」することは、自身にとって大きな損失である。どの事業者でも、この種の「移転」を避けようとする強い誘因を持っている。自身が移転するよりも、他のユーザが移転してくれることが望ましい。したがって政府当局が、低効率使用を理由として特定のユーザに他周波数帯への移転を迫った場合、同ユーザはあらゆる手段を尽くして政府当局による「移転要請」が不当・不公平であることを申し立て、実際の移転を避けようとするだろう
。
　周波数使用の「移転・節約」を計画する政府当局は、これらの抵抗を排除することができなければならない。そのためには、電波資源のユーザによる電波利用の実情に関する正確な情報と、実際に採用される「移転・節約」方策の正当性・公平性の証明・説得が必要である。容易に想像できるように、この種の仕事は極度に繁雑かつ困難である。電波資源の免許保有者数は、数万ないし数十万のオーダーに上り、それぞれが国内各地で、事情の異なる経済状況の下で電波を使用しており、かつまたそれぞれが異なる種類の目的のために電波を使用している。これら多数の要因を組織的に整理し、かつ現在の使用状況をつかんで多数の人が同意することができる「移転・節約計画」を作成することは、例外的な場合を除きほとんど不可能であると言わなければならない
。
　政府の直接管理による電波資源の「再配置」が不可能であるとすれば、どのような方策が残されているだろうか。このことについて考えるため、再び土地資源を例にとってみよう。今かりに、土地がすべて政府の直接管理下にあるものとして、東京の繁華街である銀座の真中に広大な農地を所有して農業を営む人がいたとしよう。この人は、政府によって銀座で農業を営む許可を与えられているが、その土地を農業以外の目的に転用することは禁止されている。またその土地を他人に売却することも、賃貸することも禁じられているとしよう。この状態の下では銀座の農家はそのまま農業を続ける他はない。この農家は、政府から5年間の「農業免許」を受けており、政府は5年の期限がくれば、ほぼ自動的に免許を更新してくれる。免許更新の際に手数料や名目的な土地利用料は課せられるが、それはこの農家の収入からすればほとんど無料に近い。これが現在の電波資源の状態である。
　社会全体の見地からすれば、銀座の真中に農業が存在するという土地資源の使い方は、大変な無駄を生じている。銀座は多数の人が集散するので、ビジネス・商業に適し、土地の経済価値が極めて高い。もし民間企業が銀座の農家から土地を賃借し、これを店舗やオフィス用に使い、そこからあがる利益で農家に賃借料プラスアルファを支払えば、農家は収入を一挙に増加させることができる。もし銀座の農家が農地を一括売却することができれば、農家は将来にわたる土地からの収入をまとめて入手することができる、したがって土地の売却あるいは賃貸という可能性を与えれば、非効率に使われていた銀座の農地を、より効率的な利用に振り向けることができる。つまり売買や賃貸借など市場取引の自由を与えれば、民間経済主体の自発的な行為によって、非効率な土地資源の利用を効率化することができるのである。
　電波資源はすべて政府当局が管理しているので、実質上は「国有財産」である。現在の電波資源の利用は、たとえば銀座の土地全体が国有財産であり、これを銀座に所在する企業や個人が、（手数料等を除いて）無料で国から使用を許されている状況に対応する。銀座地域で無料貸与されている国有地が、農地として、自動車駐車場として、平屋建て住居の宅地として、あるいは高層ビルとして使われているというのが、現在の電波資源の状況である。あるいは東京都、大阪市などの大都市の土地全体が国有地であって、効率が大幅に異なる土地利用がなされている状況を想像されたい。問題はこのような状態にある電波資源の利用を、どのような方策で効率化させるかである。
これまで述べたことを考えれば、非効率的な利用の基本原因が「国有地の無料使用と、売買・賃貸借の禁止」にあることが明らかであろう。その結果、非効率な使い方が長く続いても、これを是正する誘因が全く働かなかいのである。このような利用は、電波資源に新しいフロンティアが次々に供給され、電波資源全体としての需要と供給に余裕があった時代は存続を許されたが、フロンティアが消滅し、需要が急速に増大して電波資源が希少化しつつある現時点では、その存続は正当化できない。

　これらの議論から、電波資源を効率的に利用するためには、何らかの方式で電波資源の利用に「市場メカニズム」を導入するほかはないことが明らかであろう。市場メカニズムは、いくつかの側面から、資源を保有しながら非効率な使用を続ける経済主体に対して、「利益を求め損失を避ける」という経済的インセンティブに訴えることにより、効率的利用を促す。市場メカニズムの機能を活用しないで、政府が直接に管理しようとしても、前に述べたように、情報面の困難（事務費用の高騰）と当事者の強い反対によって、実行ほとんど不可能である。結局市場メカニズムの力を借りるほかはないが、その導入については、いくつかの方策がある。これらについて次節以下で検討しよう。
b.　所有と利用の形体比較

電波資源の利用制度は、政府の直接管理から生じた低効率の周波数帯割当と、無料使用という既得権による硬直性が、急速な技術進歩による需要の急増に出会って行き詰まりの状態にある。本章の残りの部分の課題は、このような行き詰まりを打開する方策を探ることである。電波資源の問題は、広範かつ複雑な要因を含み、多数のユーザと国民一般の利害が絡んでいる。経済的事実だけでなく、「従来からの経過」たとえば特定の周波数帯の使用のために事業者や国民が相当額の投資をすでに行っている（通信・放送設備や受信端末）という事実も考慮に入れなければならない。

本章においては、電波資源の再配置・効率的使用について大略の見通しをつけることを試みる。しかしながら、もとよりこの問題は、一片の論文だけで片付くものではない。この問題に関心を持つ多数の人による提案・議論が必要であろう。本章が意図するのは、そのような議論の出発点として役立つように、「経済的事実についての共通認識」と、「最初の提案（叩き台）」を提供することである。

　前節で述べたように、「電波資源のそれぞれのユーザが、自発的に電波の効率的使用を実現できるように、何らかの形で市場メカニズムのパワーを活用する方策を導入する」ことを基本方針としよう。現在の状態は、これと対極する位置にあり、「電波のユーザは、無料で与えられた電波資源を、非効率使用の状態で抱え込み続ける強いインセンティブを持っている。」つまり現在の状態と目標が遠く隔たっている状態である。
　したがって考察対象は、少なくとも2つ存在することになる。第1は、「目指すべき目標」を具体的に示すことである。第2は、その目標に向かって、当面どのような方策を採用すればよいかについて考えることである。まず、「電波資源の配分・利用制度の長期的目標」を考えることにしよう。

長期的な見地からする「電波資源制度」を考える手がかりとして、まず土地資源と電波資源の制度比較を行ってみよう。図3を参照されたい。
図3　土地と電波の制度比較

	項目
	土地
	電波

	1．使用形式 


	共用
	道路、広場
	小出力電波
（免許不要）

	
	専用
	宅地、オフィス用地、農地、工業用地
	移動電話用、放送用、航空・航海用、救急用（免許必要）

	2．所有形式
	共有
（国有）
	道路、海岸、公共用地、国有林
	すべて（免許により私的使用）

	
	私有
	私有地
	無し（形式上）
［欧米：オークションで入手した電波（実質上）］

	3．権利譲渡
	使用権
	可能
（再賃貸・サブリースによる）
	免許譲受により可能（ただし相続、法人合併、事業譲渡時に限る、電波法20条）
［欧米：可能］

	
	所有権
	可能
（売買による）
	該当せず
［米国：可能（許可必要）］

	4．代価
	資産代価
	土地代金
	無し
［米国：あり（対国家あるいは私的取引）］

	
	賃貸料
	土地借料
	無し
［欧米：あり（対国家あるいは私的取引）］

	
	手数料
管理料

	取引手数料
登録料
土地管理料
	免許等手数料
電波利用料（対国家のみ）
（電波法103条、103-2条）


使用形式は、土地と電波の双方について、共用と専用がある。土地においては道路や広場が共用スペースであり、専用の土地資源は宅地、オフィス用地などが典型例である。これに対して電波は、これまでほとんどすべて専用形式で割当てられてきた。移動電話用、放送用をはじめとする電波の免許は、免許人にのみ指定された周波数帯の使用権を認める。しかし一部には、屋内のコードレス電話や無線LANのように、出力が低いために免許を必要としない周波数帯も設けられている。また他方、専用に指定されている周波数帯でも、最終サービスの受益者（消費者）の見地からすれば電波を共用していることも多い。（携帯電話のユーザは、コールのたびごとに異なる電波の帯域を使用している。ユーザ端末に、固有の電波帯域が排外的に割当てられている訳ではない。）

次にスペース資源の所有形式に注目しよう。まず土地については共有地と私有地が区別される。共有地の大部分は道路、海岸、国有林などである。

他方電波については、法律規定上その「所有」については明示されていない。しかしながら、電波がすべて国によって管理されている点から、電波資源はすべて共有（国有）と考えるのが妥当である。逆に言えば日本で電波が「私有」されているケースは存在しない。無線局使用免許とは、国有財産である電波の指定された周波数帯を、一定の期間だけ、免許人が排他的に使用することを認めるものである。しかし実際は、同一目的の免許が繰り返し更新されるので、その周波数帯が半永久的に使用できるという漠然とした認識を生むことになる。その結果、本来は国有財産である電波が、免許人の私有財産であるかのような結果となり、これが長期間継続する場合も少なくない。なお欧米、とりわけ米国においてはオークションで入手した電波は、実質上私有財産と考えてよい理由がある。
次に土地と電波の使用権利とその譲渡可能性についてまとめよう。まず土地については、その所有権・使用権が確立されており、他者への譲渡が可能である。所有権の譲渡とは土地の売買であり、使用権の譲渡とは再賃貸あるいはサブリースである。次に電波については、日本の場合、使用権の譲渡は不可能ではない。従来は相続および法人合併の場合に限られていたので、ビジネス上の理由で使用権が譲渡されるケースは無かった。しかし2000年の電波法改正で、事業譲渡に伴って無線局免許が他に譲渡できるようになった（電波法20条）
。他方、米国では、電波使用権の譲渡が可能である。また電波所有権については、日本ではもとより（すべて国有であるから）譲渡はあり得ない。海外諸国でも事情は概ね同一と考えられるが、例外的に米国では、営利目的の電波使用について実質上の「私的所有権」が成立し、したがってその譲渡も可能になっている（詳しくは鬼木「2000」を参照）。
次にスペース資源に関連する価格についてまとめておこう。土地資源については資産全体（ストック資産）の代価として「土地代金」があり、また土地が賃貸される場合の賃貸料あるいは土地借料がある。これに付属して土地資源にかかるビジネスから生ずる手数料や管理料があり、これらは取引手数料、登録料（土地登記費用）、土地管理料などである。
他方日本の電波資源について、ストックとしての資産の代価や賃貸料に対応する価格はない。無線局免許の発行は電波の使用権利を与えるが、日本では「電波使用権」自体の代価という考え方が存在せず、その結果実質的に「無料」で電波の使用が認められている。他方免許発行等の費用に充てるための「免許等手数料」が設定されており、また電波使用に伴うその他の管理コスト（たとえば電波妨害の防止のためのコスト）をまかなうために、「電波利用料」が徴収されている（電波法103条、103-2条）。

他方米国では、ストック資産としての電波を実質上認識しているので、電波資産の価格は、「オークション落札価格」や免許譲渡の際の「譲渡価格」の形で部分的に実現されている。電波資源の賃貸料についても同様である。

次に、電波所有と利用の諸形体について考えておこう。現存する形体に加え、現在提案されているいくつかの形体についてもここでまとめておこう。図4を参照されたい。
図4　電波所有・利用の諸形体

	　　　　　　　所有

利用
	公有
	私有



	
	無料（割当）
	有料（市場価格、管理価格）
	

	共用
	米国（unlicensed）

日本（免許不要）
	＜なし＞
	＜なし＞

	時分割・コード分割

共用と専用の中間
	＜ギルダー方式＞

＜電波コモンズ
＜Benkler , 池田）＞
	＜ノーム方式＞

＜無線LAN＞
	＜なし＞

	専用
	日本（すべて）

米国（公共・安全目的、地上放送用）
	＜リース方式（本章提案）＞
	米国（1993年以降割当の営利目的）
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電波の所有形体として、まず公有と私有が区別できる。公有分については、無料で割当てる場合と、市場価格あるいは（政府が定める何らかの）管理価格を徴収する有料の場合が考えられる。次に利用形体としては、共用と専用に加え、その中間の形式である時分割・コード分割形式もある。図4は、これらの所有形体と利用形体の類別をそれぞれ組合わせて、9種類の可能な所有・利用形体を示している
。

従来からの所有・利用形体は、公有（国有）の電波資源を専用目的に無料で割当てるものであった。図4の左下の枠がこれにあたる。日本では、ほとんどすべての電波がこの枠内に入る。米国では電波資源のうち、公共・安全目的に加え、地上放送用の電波資源がこのカテゴリーに入っている。また米国では1993・1997年の通信法改正により、営利目的に割当てられる周波数免許はオークションによることとなった。免許期間が5年あるいは10年に区切られているが、オークションによって入手した免許の期限が切れてその更新を申請する際には、オークションを適用しないことが定められている。つまり結果的に無料で免許更新ができることになっている。したがってその限りで、オークションによって入手した電波資源は、「私有財産」である
。
図4の共用の可能性については、日本でも免許不要周波数帯が設けられており、これらは一定の出力制限の下で無料で使用することができ、共用になっている。また共用と専用の中間である時分割・コード分割方式については、新しい提案が多い。G. Guilderは電波資源の割当とその排他的使用という考え方自体を改め、「新しい技術であるソフトウェア無線を活用して、多数の船舶が相互に衝突を避けながら、円滑に航行するケースような電波資源の利用形体」を提案した（Guilder [1994]）。また、E. Noam は、上記の「ギルダー方式」を若干改良した方式を提案した。それは、ギルダー方式の用語で述べれば、「海洋あるいはより狭い港湾などの水面を、多数の船舶が、相互に通信し合いながら瞬間的にそれぞれの航路の権利をオークションによって入手し、あるいは譲り合って、結果的にスムーズな航行を実現する」方式である。それはギルダー方式がもたらすかもしれない「混雑・衝突」問題を回避するための工夫である（Noam [1998]）。また、Benkler [1998]や池田[本書9章]も、同様の考え方に立っている。
これらの主張は、いずれも米国で導入された「周波数オークション」、とりわけそれが電波資源を細分化して私有財産化することに対する批判として述べられた側面が強い。それらを具体的に制度化するための提案は、将来の課題とされている。なお最近急速に普及中の「無線LAN」は、公有資産を有料で時分割・コード分割して使用するカテゴリーに入る。
c.　長期目的の基準
長期的な視点から、電波資源の配分制度を考えるために、まずそれが充足するべき目的を明らかにしておこう。もとよりそのような「目的」は相互に矛盾を含むかもしれず、すべての目的を同時に充足することは不可能かもしれない。その場合でも、まず最初に、考え得る目的を列挙しておくことが有用であろう。
（1）資源の有効利用

（a）経済目的利用
電波資源配分制度の目的として通常言われているのは、「資源の有効利用」である。有効性の判断基準として、「最終消費者が経済的手段によって入手する満足」が採用されている。電波資源に限らず、一般に「特定の資源に最高価格を提示することができる者にそれを配分」することによって最大効率が達成される。なぜならば、最終消費者を満足させる財・サービスを提供する事業者・生産者が最大利益をあげることができ、したがってその生産活動に必要な（電波）資源に対して最高価格を提示できるからである。資源が政府によって保有されており、これをはじめて事業者に配分する場合（初期配分）には、上記の理由から「オークション」による配分が望ましいという結論になる。

電波資源の初期配分でなく、すでに配分されている周波数帯をより効率的な使用目的に「再配分」する際にも、「最高価格提示者への配分」原則は同じく妥当する。ただし再配分の際には、それまでおこなわれた投資・費用支出分をどのように考えるかによって、いくつかの可能性が生じ、単純なオークションが最適という結論には必ずしもならない。

（b）経済以外の目的のための利用
電波資源は上記のような経済目的（利潤目的）以外の目的にも使われている。それは、最終消費者が代価を支払って入手する財・サービスでなく、最終消費者が、間接的に、あるいは消費者全体として、受け取る満足や便益のための電波使用である。典型的な例は、国防・警察・安全目的や、教育・文化・福祉目的の電波資源の利用である。この種の利用については、オークションを直接に正当化することはできない。（間接的には正当化できるかもしれない。）この問題の論議は、本章の後の部分で具体的な配分制度を提案するときに併せて述べることとする。

（2）新規参入（経済目的・非経済目的）の確保

　一般にどんな分野の活動においても、可能な限り新規参入の機会を広げておくことは、その活動の発展のための条件である。（最近の日本社会についての経験は、新規参入が制約されている分野は、ほとんどすべて停滞性・硬直性を生じることを示している。）少なくとも経済目的の電波利用については、新規参入機会の確保が進歩のための必要条件である。オークションを含む市場メカニズムは、新規参入機会を確保するための最良の手段である。

（3）電波利用にかかる事業リスク・投資リスクの最小化

（a）継続利用の保証

　電波を利用する事業（経済目的・非経済目的の双方を含む）においては、事業活動の要件の一つである「電波利用」が安全・確実に、かつなるべく低コストで継続できることが望まれる。これは、その事業体においてなされた投資を保護することである。個別事業体の立場からは当然の要求である。また、不必要に電波利用の機会を断ち切ったり、その費用を変動させることは、社会全体の立場から考えた電波利用の効率を低下させる。これらの理由から、特定の周波数帯で電波の使用が一旦開始されたならば、なるべく長期間、可能であれば将来の期限を定めずに継続使用する要求が発生する。また社会全体の立場から、これをある程度まで容認する理由がある。
この点だけからすれば、電波資源にも土地と同じように私有財産制を認め、一旦入手した電波資源は、所有者がそれを譲渡する決定を行わないかぎりそのまま保有し続けることができる体制にすることが望ましい。このことは、電波資源の使用が経済目的であるか、経済以外の目的であるかには関わりない。

（b）譲渡の自由の確保

　他方において、経済目的であると否とを問わず、電波を利用する事業者・ユーザは状況の変化に応じて電波の利用を「停止」する自由を持っていることが望ましい。つまり電波利用が何らかの理由で「負担」になり、その利用を他者に譲渡したい場合がある。このような場合に円滑に他に譲渡できる制度であることが望ましい。この必要を満たすのは、電波の使用権に対して譲渡の自由を認めること、つまりそのための市場を容認することである。また社会全体の見地から考えても、電波資源の使用が低効率の主体から高効率の主体に移ることは望ましいことである。

（4）新技術等による新しい使用機会の確保
　しかしながら他方において、新しい利用技術の発展により、特定の周波数帯を、従来の使用方法とは異なる新たな使用方法で利用することが望まれる場合が発生することがある。この場合、電波の利用者にとっては、何らかの外的な（利用者が関知しない）原因によって、その電波の「価値」が増大する場合である。電波使用者がその新しい使用方法を取り入れることができれば問題は生じない。問題となるのは、それを実現させるために、電波を第三者に譲渡しなければならない場合である。土地資源において、新たな公共施設（道路、空港など）のための土地収用が、社会全体の見地から必要になる場合に対応する。

　このような「電波収用」の必要が生じた場合、従来からの電波の使用者は、この利潤機会を利用して極力自己の所得を増大させる行動をとる。電波の所有権を保有している場合は、これをなるべく高価格で譲渡しようと試みるだろう（ごね得）。しかしながら公平・公正性の維持のためには、この種の「不当利益」の発生は防止したい。

　したがってこの理由からすれば、電波の使用権は半永久的な「私有財産」でなく、期限付きの使用権としておくことが望ましい。（本章では、主にこの理由から「リース・オークション」を提案する。）

（5）電波資源に関する情報公開・提供
　土地資源について「土地台帳」が整備され、広く閲覧に供されているのと同じ理由で、電波資源を社会全体のために効率的に使用するためには、電波資源の利用に関するすべての情報を公開・提供することが望ましい。ただし一部の情報は、（たとえば電波妨害の機会を制限するために）非公開にとどめておくことが望ましい。
（6）所得・利益分配面の事項

（a）所得分配の公平性

　電波資源の配分に市場メカニズムを導入する場合には、電波資源の保有や使用をめぐって通常の経済取引とは異なる種類の所得や支払が発生し得る。たとえば従来から無料で電波の使用を認められてきた民間事業体にその電波の所有権を与えた場合には、同主体は特別の収入を得ることができる。この種の不公平をなるべく排除することが望ましい。

（b）政府収入の最大化（？）

　電波資源の所有権あるいは利用権をオークションで配分すると、代金は政府収入となる。政府の見地からすれば、収入は多いほど望ましいので、このこと自体は通常歓迎される。しかしながらその結果、電波オークションが、当初の電波資源配分の効率化という目的とともに（に代わって）、政府収入の最大化を目的として実施されることがある。これが電波資源の配分制度の目的として望ましいかは否かについては、議論が分かれるところである
。
　すでに述べたように、上記目的は、必ずしもすべて両立するわけではない。最も重大な矛盾は、電波を使用する事業における安全性の確保（リスクの減少）の要求と、電波利用目的の変更にかかる柔軟性の確保の要請である。また、政府収入の最大化と電波を利用する事業体の利益は、直接的には相互に矛盾する目的である。これらについて矛盾を解決するための制度の考察や、矛盾が解決できない場合にどちらの目的をどの程度重視するかの判断については、以下において議論することとする。

　d.　「リース・オークション」制度

　本節では長期的観点から望ましい電波利用制度として、「リース・オークション」制度を提案する。

　電波資源の利用に市場メカニズムを導入するとして、第1に決めるべきことは、市場取引を、電波資源の所有権に適用するべきか、あるいは利用権に適用するべきかの選択である。電波資源の所有権自体を市場メカニズムに乗せることは、（土地資源と同じように）電波資源にも「私的所有権」を認め、所有と譲渡の自由を認めることである。ただしその場合でも、社会全体にとっての電波利用の効率を高めるために、ある程度の規制が、現在の技術水準では必要であろう。それは土地資源の利用について、たとえば住宅地と商業・工業用地を区別することが望ましく、そのための規制が必要であることと同じである。
　米国ではすでに、「利潤目的に使用される電波資源の私有財産化」の道を、半ば程度まで歩んでいる。その理由は、土地資源について私有財産制度が成立したのと同じである。米国では、日本と同じように、政府（FCC）による電波資源の直接管理から出発したが、いくつかの理由からなし崩しに市場メカニズムが浸透した（鬼木「2000」を参照）。1993年の通信法改正による「周波数オークション」の導入は、これをさらに加速した。現在では、米国はほぼ後戻りできない地点まで電波資源の私有財産化を進行させていると考えられる。
これに対し、日本の電波資源は、その私有財産化のプロセスの最初の入口が開かれた直後の状態にある。したがって、今後において米国と類似する経路を進むか否かは、日本国民の選択によって（あるいは積極的な選択をせず、成り行きに任せることによって）決まる。
　筆者は、電波資源の配分に市場メカニズムを導入するためには、米国型ではなく、もう1つの選択肢の採用、すなわち「電波利用権」を市場取引の対象にすることが望ましいと考えている。これが「リース・オークション制度」である。リース・オークションに対して、米国型（あるいはヨーロッパ型）のオークションを、「ストック・オークション」と呼ぶことにしよう。

　以下においては、「単純リース・オークション」についてその概要を説明し、米国型の私有財産制度（ストック・オークション）との長所・短所を比較する。ついでリース・オークションの短所を補完するため、若干の付加的な方策を提案する。

　「リース・オークション制度」とは、それぞれの周波数帯に一定の使用期間（5年、10年など）を設定し、その期間における「周波数帯使用料」をオークションにかけ、その落札者に電波の使用を認める方式である。使用期間が終了した後には、更に次の使用期間についてリース・オークションを実行し、以後これを繰り返すことになる。
もとより、これは基本方式であり、実際には後に述べるようにいくつかの補完システムを加える。またリース・オークションは長期目標であり、現在の状態からこの長期目標に一挙に「ジャンプ」することは考えていない。現状から相当の期間をかけて目標の到達するための過渡期の処置については、次節において改めて述べる。なお、米国型のストック・オークションは、リース・オークションの使用期間が無限に長くなったケースであること、つまりストック・オークションはリース・オークションの特別な場合であることに注意されたい。
　

（1）リース・オークション制度の長所

（a）リース・オークションは、価格メカニズムを使って電波資源を配分するので、電波資源の効率的使用という基本目的を実現することができる。具体的には、電波の利用者に周波数使用料の負担が常にかかるので、同利用者は、周波数使用の効率化・節約につとめる誘因を持つことになる。
（b）リース・オークションは、それが「リース」すなわち一定期間だけの使用権をオークションの落札者に与えることによって、電波資源の使用に柔軟性をもたらすことができる。つまり特定の事業者が使用している周波数帯について、より優れた技術が出現した場合、新しい技術による事業者は、オークションでより高い周波数使用料を入札することにより、その周波数の使用権を獲得できる。もちろんこれは、従前の使用者にとってはビジネス継続上の脅威であり、何らかの緩衝策は必要であろう。この点については「補完策」として後に述べる。他方、リース・オークション（一般的には市場メカニズム）は、「優れた技術」を開発した者に対して新規参入の機会を与えることができる。
（c）リース・オークションは、ストック・オークションと異なり、落札金額が低額で済む。ストック・オークションの落札価格は、将来半永久的に続く電波使用権の代価である。リース・オークションにおける5－10年の価格よりもはるかに大きい（割引率の高低にも依存するが）。またストック・オークションにおいては、将来無期限の使用権が約束される一方で、対象となる電波の有用性については未知の部分が大きい。つまりストック・オークションの落札金額の償還可能性には、大きな不確実性、つまりリスクが付くのである。この理由で、ストック・オークションは、金融市場や電波を使う産業の撹乱要因となることが多いが、リース・オークションはこの種の欠点を避けることができる。（たとえば、ストック・オークションでは、土地と同じように「バブル」発生の可能性がつきまとうが、リース・オークションにはその可能性は低い。）
（d）リース・オークションでは、これまで周波数の無料割当を受けていた既存事業者と、リース・オークションによって周波数を入手する新規事業者の間で生ずる不公平が極端に大きくならない。ストック・オークションにおいては、この不公平が大きい。
（e）リース・オークションは、（次節で述べる過渡期の方策である）「周波数使用料」制度と相性が良く、とりわけ、政府が保有する周波数、安全など非経済目的に配分されている周波数など、大量の電波資源を節約する誘因を与え、それぞれの使用者がその一部を民間用・新規参入用に解放する誘因を与える。ストック・オークションでは、このような誘因がほとんど働かない。

　本章で「リース・オークション」を長期的な電波利用制度として提案するのは、主として上記のような利点のためである。また下記に述べるリース・オークションの欠点については、それを（少なくとも部分的に）補完することが可能である。

（2）リース・オークションの短所

　リース・オークションの最大の（そしておそらく唯一の）短所は、電波の使用期間が終了した後に同一条件で電波を使用し続けることができる保証がないこと、つまり「リース継続停止」のリスクであろう。そのためリース・オークションの落札者は、次期において同一周波数帯を使用し続けることができないかもしれないというリスクに常に対応しなければならない。その結果、投資意欲や、ひいてはその周波数帯を利用する技術開発意欲が減退するかもしれない。このようなリース・オークションの欠点については、後にその「補完策」を述べるが、以下においては、「リース継続停止」について、2つのケースを示しておく。

（a）リース継続停止は、第1に、将来のオークションにおいて、新しい技術を持った新規事業者が高額の金額で入札し、これに対して旧来の使用者が対抗できない場合である。このリスクは、すべてのビジネスに存在する（つまり、新規事業者がより優れた技術や商品をもって参入した時には、これと対抗できないかぎりビジネスから撤退しなければならない）と同質のものである。しかしながら、ビジネスの継続に電波の使用が必須要件である場合には、上記理由によるリース継続停止のショックが大きい。したがって「バッファー」を設けて影響を緩和することが望ましい。
（b）第2の種類の「リース継続停止」は、全く別の理由により、政府がある規模の周波数帯をまとめて「収用」し、（よりすぐれた）別の目的のために改めてこれを（リース・オークションで）割当てる場合である。土地資源でいえば、高速道路や空港の建設のための土地収用にあたる。この場合には、従来の電波の使用者は、近接分野で新たな技術進歩がなくとも、かけ離れた分野における技術進歩から、「リース継続停止」という結果に見舞われることになる。このような事態から生ずるショックを緩和するためにも、何らかの「補完策」が必要である。

（3）「リース継続停止」にかかる補完策

（a）まず、第1の種類の「リース継続停止」、つまり他の事業者が、従来のユーザによるリース継続を阻むほどの高額入札をおこなう場合については、いくつかの方法で、旧来のユーザを部分的に保護することができる。たとえば落札価格の判定において、新規事業者の入札価格に対して既存事業者を一定比率（たとえば30％だけ）優遇することが考えられる。また、次期リース・オークション実施時点を何年か繰り上げ、既存事業者がオークションに敗れた場合でも、対策を講ずる充分な時間を与えることが考えられる。

　さらに、リース開始の2期前に実施する「予備オークション」と、1期前に実施する「本オークション」の2回のオークションを設定し、予備オークションの参加者には本オークション時に落札価格で優遇（たとえば10％）して、少し遠い将来における電波価格についての情報が得られる工夫をすることも考えられる。

　将来の電波リースについて、先物市場・オプション市場を導入する可能性など、この他にも「バッファー」導入の方策は多数考えることができる。

（b）「電波収用」に備える「バッファー」としては、「電波収用保険」制度の導入が考えられる。まずリース・オークションで落札して周波数帯を使用することになる事業者は、もしその周波数帯がリース期間終了時に「収用」された場合に支払われるべき保険金額を自ら設定する。それはたとえば、リース期間終了時点における資本設備の未償却金額に、他周波数帯、あるいは他ビジネスへの移転費用を含ませた金額であろう。
政府は周波数帯のユーザがあらかじめ「設定」した保険金額を見比べながら、「収用」するべき周波数帯を決めることになる。他方これに対して、周波数帯のユーザは、「保険料」を政府に支払う。保険料の金額は、ユーザが設定する「保険金」に、政府があらかじめ設定する「保険料率」を乗じた金額とする。つまり、周波数帯のユーザは、（火災保険や損害保険と同様の想定の下に）「政府収用」という事態が発生した場合に備えて保険をかけておくのである。他方で政府は、保険料収入と保険金支払いの金額が長期的にバランスするように保険料率を算定する。

　上記で明らかなように、電波資源配分のための「補完策付きリース・オークション制度」は、電波利用に関する柔軟性を社会全体として実現するために、電波使用に期限を設け、使用料を支払うことを基本とする。しかしながら他方において、リース・オークション下でも、特段の事情がないかぎり、リースの更新時において、同一のユーザがなるべく同一の周波数帯を使用し続けることができるように配慮している。継続使用を拒む場合は、第1に新規参入者に課せられる「ハンディキャップ」を乗り越えることができるほどの革新的新技術が実用化される場合と、特段の理由による周波数の「収用」が必要な場合である。上記の補完策によって周波数のリース使用者は、第1の種類のリース継続停止については部分的に保護され、第2の種類のリース継続停止については、ほぼ完全に保護されることになる。

　なお、上記「補完策付きリース・オークション」が実現される場合には、無線局免許期間をリース期間と一致させることが望ましい。また、現在の免許内容を「技術面の水準を保証する資格免許」と、「周波数帯の使用免許」に分離することが必要である。その上で後者については、市場における自由な譲渡を認めるべきである。その結果、新規参入者は、「ハンディキャップ」の設定されたオークションよりも、直接交渉による周波数免許の「買取」方策を選ぶかもしれない。いずれにしても、電波資源の効率的使用が実現される。
e.　過渡期の方策
　前節で提案した「補完策付きリース・オークション制度」は、電波制度構築の「長期的目標」である。言い換えれば、もし電波を全く使っていない国があるとして、そこに現在の先端技術と充分な資金を持ち込んで電波利用システムを構設する場合を考えたとき、どのような「電波利用制度」が望ましいかという問題に対する答えである。つまりゼロから出発すると仮定した時の目標である。
　もちろん現実はこの想定と異なっている。電波はすでに広く使われており、そこには最先端の技術と共に古い技術やそれに基づいて作られた設備が使われている。先に説明したように、電波利用制度は政府の集中管理下にあり、実質無料で周波数帯を割当てられた多数のユーザが、多様な目的のために日本の各地域で電波を使っている。各ユーザは、それぞれの目的のために与えられた周波数帯域をなるべく高度に利用する誘因を持っている（したがってその限りでは効率的に利用している）が、他方で周波数帯を節約するという動機はゼロに近い（この意味で電波の利用は極めて非効率になっている）。
経済社会の法則どおり、周波数帯を実質上無料で割当てられていることは、特権・既得権であるから、この状態を変えるインセンティブはゼロである。というより、現在の電波ユーザは、現状を変えるあらゆる動きに強く抵抗する誘因を持っている。現在では、使いやすい電波資源の領域は、ほとんどこれらのユーザで占有されてしまったので、電波をより有効に活用する新しい技術が開発され、それに基づくサービス供給の準備ができていても、そのために割当てるべき周波数帯がほとんど見出せない。なおこのような既得権を持っているユーザの大部分は、古くから事業を続けている産業であるが、その中でも政府自体による使用量が群を抜いて大きい。
　ここでの問題は、このような現状から、前節で説明した長期的な目標に向けて、一足飛びにではなく、相当の年月をかけて（たとえば10年あるいは20年）少しずつ近づく方策を考えることである。一足飛びに、つまり革命的に現状から長期的な目標に到達することは、国民経済全体の観点から望ましくない。（それが政治的に可能か否かという問題を別にしても。）電波の使用にはそのための資本設備に多額の投資が必要であり、現在の電波ユーザは、それぞれ現在の電波制度を前提にして、設備投資を行っている。もちろんこれらの設備投資は、年月の経過にしたがって、技術的にも経済的にも減耗（陳腐化）する。現存する設備には、すでに古くなって更新目前のものもあるが、他方では、最近更新が終わったばかりの真新しい設備もある。この意味で、現時点での国全体による電波使用には、資本設備（これに人間の側の熟練やさらにビジネス・制度など「無形資本」もあるが）が存在するという意味で大きなモーメント（慣性）を持っている。これを一挙に長期的な目標の状態に変更すれば、国民経済全体に大きな損失を生ずる。資本設備の損失（まだ使える設備を捨てなければならない）に加え、社会的・経済的な調整費用も大きいだろう。
　したがって過渡期の方策として望まれるのは、まず、現在の電波ユーザに、電波利用制度がどのような方向に変化するのかについて全体展望を与え、かつ現状から長期的な目標にどの程度のスピードで制度が変化するかについての情報を与えることである。このことによって、電波ユーザは、それぞれの投資計画・資金計画を調整できる（たとえば更新時期にきた資本設備について、現制度の下でなく、新しい制度に適応するタイプの設備に投資することを選ぶ。典型的には、使用する周波数帯を節約できる設備を選ぶことになる。）またそのために必要な企業組織、事業形体や社員・従業員のトレーニング体制、そして必要な長期的人事計画などを作ることができる。このような長期展望を与えず、つまりどちらの方向に進むかという情報を充分に与えないで目前の措置だけを実施すると、それぞれの電波ユーザは、どのような方向に自身のシステムを調整すればよいかわからず、右往左往することになりかねない。またそのような変化に対しては、不確実性が増大するという理由で、強く反対・抵抗することが予想される。
　現在の「周波数の無料使用制度」を、長期的な目標である「補完策付きリース・オークション制度」に段階的に近づける方策として、すべての電波ユーザから周波数使用料を徴収することが考えられる。ただし、当初はゼロ水準からスタートし、年月の経過と共に段階的に引き上げて、たとえば15年後には、オークションで決まるリース価格と等しい水準にするのである。以下において、この手段を中心とする、「過渡期の方策」を提案しよう。
（1）まず、周波数帯の新規割当については、これを「補完策付きリース・オークション」方式で実施する。新規割当は、長期的目標を最初から実現できる対象であり、その実施を保留する理由はない。また同時に、このように部分的にオークションを実施し、市場メカニズムによって価格を決定することは、過渡期の「周波数使用料」水準決定のための客観的な根拠を与える。つまり周波数新規割当におけるリース・オークションの実施は、長期的目標の部分的充足と、過渡期の処置の実施に必要な情報の供給という2つの役割を持っている。

近い将来における大規模な周波数の新規割当としては、第1にインターネットアクセス用の「無線LAN」が、そして第2に（もし需要が充分に存在すれば）第4世代移動電話が考えられる。しかしながら、周波数帯の新規割当は、この種の大規模なものに限らない。小規模の新規割当は、意外に頻繁におこなわれる。この種の割当についても、すべてリース・オークションを実施することが望ましい。一つには、新規の周波数帯がすでに希少になっているので、これに対する代価を徴収するという理由がある。また同時に、小規模のオークションを多数回実施することにより、それぞれの周波数帯の「市場リース価格」の水準について多くの情報を得ることができる。
なお、周波数の新規割当に「補完策付きリース・オークション」を実施することによって、電波の使用について新規参入のための門戸が開かれることを強調したい。このことによって、新しい技術の実現可能性の見通しがつくので、技術開発自体が促進され、かつベンチャー事業者に対する望ましい刺激を与えることにもなる
。

周波数帯の新規割当のためのリース・オークションは、本政策の実施当初においては、かなり高い落札価格を生むものと予想される。当初においては、新たに割当てる周波数自体が限られており、また他方では、（これまで新規参入がほとんど認められなかったので）新規参入のポテンシャルが高いからである。しかしながら年月の経過にともなって、（後述のように）現在の電波ユーザが周波数帯の使用を節約し、一部はこれを「返却」することが期待できる。その結果、周波数帯の再利用による供給が増大し、オークション落札価格は漸次低下することが予想される。これらの結果として、政策実施の初期の期間においては、高水準の利益を見込むことができる格段に優れた技術・ビジネスについてだけ電波資源が割当てられることになるが、年月が経過すれば、そのような例外的なプロジェクトだけでなく、ある程度の利益実現を期待できるプロジェクトにも電波資源が供給できるようになる。これは国民経済全体にとって望ましい結果である。
（2）周波数帯の「基準リース価格」の設定
次に、リース・オークションの結果から得られるデータを使用して、日本の各地における各周波数帯について、周波数帯の「基準リース価格」を設定する。そのための準備作業として第1に、周波数帯全体の区分が必要となる。これは、それぞれの周波数帯の技術的特性に応じて、類似のものをまとめる作業である。次に「地域区分」が必要になるが、これは人口密度産業・ビジネス配置に加え、電波の到達範囲を考慮して決めることになる。（かなりの作業が必要である。）このようにして作られたそれぞれの地域のそれぞれの周波数区分について、「基準リース価格」を設定する。設定の根拠としては、第1に直近のリース・オークション落札価格を採用する。リース・オークションがまだ行われず、直接の価格設定ができない場合には、近接する区分の価格から「補間」計算によって決める。また細かなことであるが、数年前の古いオークションの結果得られた価格と、新しい価格に基づく補間データとの間でどのように調整するかについても、決めておく必要がある。
本方策のスタート当初はデータも少なく、不十分な「基準リース価格」しか得られないであろうが、年月の経過に伴ってオークション実施回数が増大し、データを充実できるものと予測される。この理由からも、周波数の新規割当に際しては、規模の大小を問わずすべてリース・オークション方式によることが望ましい
。オークションデータが全く入手できず、補間も不可能な場合は、政策当局が主観的に決定する価格で代用する。もとよりオークションデータが入手できた際には、これを用いる。なお周波数帯全体の両端部分で、電波分配を行っていない周波数帯は、基準リース価格をゼロに設定する。
（3）「周波数使用料」の徴収

上記（2）の手順に従って、毎期（たとえば四半期）ごとに定められる「基準リース価格」を用い、すでに割当を受けた周波数の使用者から「周波数使用料」を徴収する。その手順は概略以下のようになるだろう。
まず過渡期の調整期間、つまり長期的目標である「補完策付きリース・オークション制度」がフルに実現するまでの年限を、たとえば15年に設定する。そのうち最初の5年間を準備期間とし、その期間の周波数使用料は（これまでと同じく）ゼロに設定する。筆者は、計画を定めた後に、このような準備期間を設けることが必要と考える。それぞれの電波ユーザが制度変更を見越して各種の準備をおこない、また設備更新時には周波数使用料の支払を前提にしてこれに適する投資をおこなうことができるからである。

準備期間5年の後に実施期間10年が残るが、この期間における周波数使用料は、第1年目には、その時点の基準リース価格の10％、第2年目には20％という具合に年々増額し、実施期間の終わる10年目に、基準リース価格に等しくなるようにする。ただし、実施期間途中で基準リース価格が変動した場合には、実施期間の残りの年限に応じて比例的に調整する。また基準リース価格が現行の周波数利用料を下回った場合には、直ちに周波数使用料をその水準まで引き下げる。

上記の方策によって、全体の調整期間15年が終了した後には、周波数使用料が基準オークション価格に一致する水準まで引き上げられている。その後は、それぞれの免許期間が終了した時点で、以降の周波数割当を「補完策付きリース・オークション制度」に従って実施する。またその時点以降においては、周波数使用権の譲渡を認めることとする。
（4）本制度の適用範囲
周波数の新規割当の際の「補完策付きリース・オークション」は、営利・非営利を問わず、民間団体によるすべての周波数割当に適用するものとする。公益法人や特殊法人などの半官半民団体についても、均しく適用する。電波資源は、他の経済資源と同じく、代価を支払って入手するべき財の一種であり、これらの団体が予算をもって備品や消耗品を購入し、また従業者を雇用するのと同様に、電波資源についても代価を支払って入手するべきものだからである。なお政府機関に対する新規割当については、次項に述べる特別の理由から、リース・オークションは適用せず、割当直後から「周波数使用料」制度に服するものとする。
　次に「周波数使用料」については、これを民間であると政府であるとを問わず、すべての電波資源に適用する。ただし、調整期間（前述の場合15年）が終了した後は、政府機関による周波数の入手についても、リース・オークションを適用する。理由は前項に述べたように、政府機関であっても、民間機関と同じく代価を支払ってその活動に必要な資源（この場合は電波資源）を手に入れるべきだからである。政府機関だからといって、物品を無料で収取したり、賃金を支払わずに人を雇用したりするのは理に反する。

このことの結果、政府機関全体では、「周波数使用料」の収入と支出の総額が一致する。もとより省庁別には、プラスマイナスが出てくる。この場合、政府機関による周波数帯使用の節約を促進するために、以下のような措置を講ずることが考えられる。
本施策開始時においてそれぞれの政府機関（省庁など、予算配分の決定単位）に割当てられていた周波数帯域につき、そこで支払われた周波数使用料金額と同一の金額を同機関の予算に付加し、実施期間中この方策を維持する。その結果、政府機関の周波数利用効率が低い場合、これを自から節約する誘因が生まれる。新しい技術の採用の結果余分となった周波数帯域を返還し、他方では返還部分に対応する周波数使用料金額相当分を予算の一部として保有することができるからである。たとえば防衛庁が、それが抱えている広大な周波数帯域の一部を返還して、その分の金額を他目的の支出に充当するケースが考えられる。返還された周波数帯域は、新たな「補完策付きリース・オークション」によって民間に供給されるので、政府は（調整期間中）節約分に相当する「周波数使用料」を上回る「オークション落札金額」収入が得られることになり、予算金額面でも政府にとってプラスである。もとより、リース・オークションの結果支払われるリース代金は、政府収入となる。
政府機関保有の電波資源に関する上記の調整方策は、政府予算に関する規律を若干ではあるが曲げるものである。本来政府機関の予算は、全体的な観点から総額をもって統制するのが理に叶っており、その一部に「周波数使用料相当分」として特別の予算枠を付けることは、これに反するからである。しかしながら、現在政府機関が保有する電波資源は巨大な量に上り、そのかなりの部分が、（政府機関が使用しているという理由から）非効率な使用状態に置かれているものと推察される。このような状態にある電波資源を、より有効な使用目的に（民間だけでなく政府による新規使用に）開放し、国民経済全体として電波資源のより効率的な使用を実現するため、一時的な「便法」として上記調整策を提案するものである。

このような特別枠の予算措置は、サンセット方式にしておくことが望ましい。たとえば調整期間（15年）の終了時点で、同予算分を特別枠として扱うことをやめ、以後たとえば5年間の期間で、毎年その5分の1ずつを他予算に比例的に再配分する（予算金額自体は変えない）方策が考えられる。このことによって、「周波数使用料相当分」という一時的な予算措置は本方策開始後20年で解消し、同金額は政府機関全体にかかる予算原則に服することになる。
なお、調整期間調整後（開始15年後）においては、政府機関であっても電波資源の入手・確保は「補完策付きリース・オークション」によることとなり、その使用については民間団体と同じ立場に立つ。つまり、他の物件費・人件費と同じく市価で調達することになる。参　考　文　献
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� 大学の講義で、学生の私語による騒音について苦情を聞くことが多い。これは「教室」という音波スペースに、容量の限界があることを示している。もし、学生同士が音声に拠らず、携帯電話のメールで通信しているのであれば、このような「教室騒音」の問題は生じない。（その場合は、講義に対する注意の欠落という別の問題が生ずるが。）


�「容量」といっても、もとより一定不変の量が存在するわけではなく、それは利用技術・利用方式によって変動する。しかし、特定の場所、特定の周波数帯そして特定の利用技術や利用方式を与えれば、それに応じて容量が決まる。なお、CDMAなど最近の「周波数共用技術」によって、ここで言う「容量」の制約が（理論上あるいは実用上）取り外されたので、電波を「資源」と呼ぶことは不適切であるとする考え方もある。（Benkler [1998]、池田[本書9章] ）。「電波が資源であるか否か。」の問に答えるためには、「資源」の定義が必要である。本章ではこの問題に立ち入らず、本文で説明している「スペース資源の特色」つまり「電波の働きの側面」が土地のそれと類似していることを指摘し、これを説明・理解の用具にするにとどめる。


� 狩猟・漁労は、土地資源・海洋資源の原初的な利用形体だが（現代においてはもとより）原始時代においても資本投下は行われていた。少なくとも狩猟・漁労のための「能力」という「人間資本（human capital）」は蓄積されていた。


� 米国の直接衛星放送（DBS）免許は、そのための静止衛星軌道資源と静止衛星通信・放送用電波資源を一体化したオークションによって発行された。これは、当面においては両資源を他の用途に向ける可能性が全く無いからである。


� このような技術進歩による周波数帯の容量の大幅増大の意義を強調して、「電波資源の稀少性の実質的消滅と、これを活用する『電波コモンズ』の実現」を主張する考え方がある（Gilder [1993]、Beran [1997]、Berkler [1998]、池田[本書9章] ）。


� 日本の都心に「鉛筆型ビル」（狭い土地区画に隣接して並んでいる縦に細長いビル）を見かけることが多い。これは「プラスの外部性」に反する現象である。プラスの外部性の発現を妨げる制度的欠陥の存在を推察させる。


� 2001年夏に明石市のJR跨線橋上で発生した「混雑事故」は、限られたスペースに多数の人間が押し寄せた時に生ずるマイナスの外部性を死亡事故の形で示した。


� 本文の説明では、電波資源のうち、使いやすい周波数帯域（メガヘルツ帯）を土地資源の平野部にたとえ、使いにくい帯域（ギガヘルツ帯上部）を高山部にたとえている。この説明には、誤解を生ずる点が含まれているので、下記に注意されたい。「土地の場合、平野部から山の裾野を登ってゆくと、面積が減少し、頂上ではごく僅かなサイズになってしまう。つまり、使いやすい平野部・裾野は広く、使いにくい頂上付近では狭くなっている。残念ながら、電波の場合は、これと逆の関係になっており、使いやすい周波数帯は「狭く」、使いにくい周波数帯が「広大な領域（帯域）」に拡がっている。つまり、富士山を逆立ちさせた形になっている。最下部の「頂上」が中波の領域で、ここはAMラジオのような初歩的な仕事をするだけのスペースしか持っていない。最上部の「裾野」は、広さは十分すぎるくらいだが、使い勝手が悪い。結局最も価値が高いのは、ある程度の容量を持ち、同時に使いやすくもある中間の部分、つまりメガヘルツ帯（VHF、UHF）である。


� ベンチャービジネスは、本文で述べたように、リスクが大きく、成功した場合の利益は巨額にのぼる一方で、失敗する確率も高いという特色がある。このような高リスク・高リターンの複数のプロジェクトを資金的にサポートし、平均的に利益をあげるための制度が「ベンチャー・キャピタル」である。ベンチャー・キャピタルの経営者は、たとえば「100個の小石の中から、磨けばダイヤモンドになる可能性を持つ小石10個を見分けてこれを買い取り（ベンチャー投資し）、実際に磨いた結果ダイヤモンドであることが分かった1個を売って（成功ベンチャーから高収益を入手して）、10個分の小石の代価を上廻る利益を（平均的に）実現する高度の「スペシャリスト」である。このような能力を持つ経営者は、（プロ野球のイチロー選手のように）高い資質を持ち、かつ（野球界に相当する）ベンチャー・キャピタル分野で訓練を受け、多数の候補者との競争の中から選び抜かれて得られるものであろう。政府当局による電波の直接割当制度に、ベンチャー・キャピタルに匹敵する仕事を期待することはできない理由である。なお日本においてこの種の「ベンチャービジネス・ベンチャーキャピタル制度」が欠落していることが指摘されている。


� たとえば、全国各地に張りめぐらしたマイクロ波ネットワークの各チャネルがどの程度使われているか。その設備はどの程度老朽化して、いつごろ取替えを必要とするか。どの程度の予算で新しい設備を導入すれば、どの程度の周波数が余るか、など。


� 移転が不可避になった場合でも、合法的手段はもとより、合法・非合法すれすれの手段をもって移転を遅らせ、また高額の移転補償を手に入れようとするだろう。株式会社などの営利会社においては、経営者がそのような行動をすることが株主に対する責任を果たすことになる。


� このように、資源配分や組織経営の細目に関する事項について政府当局が中央集権的に決めることを、「マイクロ・マネジメント（micro-management）」と呼ぶ。マイクロ・マネジメントは、政府当局が避けるべき業務内容の典型例である。政府当局が行うべきことは、このような細目に関する直接の命令や規制ではなく、当事者が自発的に必要な措置を取ることができるように諸条件を整え、適切な誘因を設定して当事者を望ましい方向へリードすることである。マイクロ・マネジメントは、旧ソ連の中央集権型社会主義体制が、半世紀にわたる資本主義体制との競争に負けた基本的な理由でもある。電波資源の再配置を政府の直接政策で実現しようとする試みは、この種の古典的な「マイクロ・マネジメントの誤り」を犯すものと言わなければならない。


� これは目立たない改正であったが、従来の「中央集権型電波管理体制」に、市場メカニズムの要素が初めて入り込んだことを意味する。米国ではこの「電波使用免許の譲渡」制度が1920年代から導入され、実際に（放送局の営業譲渡に伴う）免許譲渡が頻繁に行われた。その結果、米国では、営利目的の電波使用について実質的に「私的所有権」が成立し、かつ1993年のオークション導入によって、私的所有権が強化された。この点から言えば、現在の日本の電波制度は、1920年代の米国の状態に対応している。


� なお、本章の議論では、説明を簡単にするために、電波利用における「上下分離、レイヤー分離」の側面を考えていない。この観点を入れて、電波資源の有効利用のためのさらに進んだ議論をおこなうことも可能である（池田[本書9章]、鬼木[2002]）。たとえば、「無線LAN事業者」がリース方式で周波数帯の利用権を入手し、これを最新技術による「インターネット・アクセス・コモンズ」としてユーザに提供することが考えられる。すぐれた技術を駆使して、相対的に狭い周波数帯でもこれに多数のユーザを収容できれば、この事業者は、「電波のリース・オークション」で（電波を無駄づかいしている事業者よりもはるかに）有利な立場を得ることができるだろう。


� 「私有財産」といっても、もとより「周波数使用免許」を基盤にしているので、土地について認められている私有財産権ほど強い権利ではない。法文上の規定だけからすれば、オークションで入手した周波数帯であっても、その周波数帯の使用目的が変更されれば、免許期限の終了時に更新が認められないこともあり得る。（つまり所有権といっても、絶対的なものではない。）電波資源が（オークションによって入手された場合）「私有財産」として認められるか否かは、米国の法律でも曖昧であり、矛盾した規定が存在している。最近において、移動電話PCSのCブロック・オークションで、高額入札をした後に破産したNextWave Personal Communications社が、同規定の「曖昧さ」を利用し、米国の政府から巨額の「不労所得」を入手しようと試み、半ば以上まで成功している事例がある（詳しくは鬼木「2002」を参照）。


� 2000年中に実施されたEU諸国のオークションでは、英国・ドイツをはじめとするいくつかの国で、「政府収入の最大化」が、明示的なあるいは暗黙の目的となった。オークション方式が、この目的を考慮してデザインされた形跡がある。このことが一因となって英国・ドイツでは、オークションの落札額が高騰し、政府に追加収入はもたらしたが、同時に落札者である移動通信事業者の多くが資金面での困難に陥ることになった。現在EU諸国では、その「後始末」に苦労している。


� 詳しくは、通信と放送の研究会[2001A、B]を参照されたい。


� 当然のことながら、基準リース価格はなるべく頻繁に、たとえば四半期ごとに更新することが望ましい。
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